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Ⅰ 基本方針 

日本電気計器検定所（以下「JEMIC」という。）は、設立以来、公正中立な立場から、  

計量・計測の専門機関として、電気の適正な取引と計量を支えてまいりました。 

JEMIC を取り巻く環境は、2025 年度からの導入が計画されている次世代スマートメーター

への移行に加えて、分散型エネルギーリソースの有効活用に向けた特定計量制度やその他の

新しい制度運用の検討が進むなど、大きく変化することが予測されます。 

JEMIC は、このような環境下において計量に係るニーズに柔軟に対応し、お客さまや社会 

から必要とされるサービスを提供し続けるため、従前どおり確実な試験を行うだけではなく、

課題解決への貢献や、より広い分野へのサービス提供にも対応できるよう、継続して技術力

強化や業務効率化に取り組んでまいります。 

2023 年度は、コロナ禍、ウクライナ侵攻、円安、物価上昇等の影響を受けて厳しい  

経済状況が続くと予想される中で、前年度に引き続き中期経営計画に基づいて、次世代  

スマートメーターの型式承認及び検定の対応準備を確実に進めつつ、各業務の生産性と  

お客さまサービスの向上に取り組みます。 

また、人材育成の強化を進めるため、ｅラーニングの活用を始めとして教育機会を増やし、

技術継承を踏まえた実務的な技術力の向上を図ります。 

更に、電子申請の対応拡大や利用率の向上、業務の自動化や省力化などに向けてデジタル

化を推進しつつ、情報セキュリティ対策をより確かなものとするため、情報管理体制強化を

行ってまいります。 

JEMIC はこれからも、電気の適正な取引を通じて、社会に信頼と技術で貢献し、安心を 

提供できるよう取り組んでまいります。 
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Ⅱ 事業計画 

１ 検定・検査等 

(1) 検定・検査業務 

検定・検査を厳正に実施しつつ、一層の効率化を図るとともに、新 JIS適用開始に

伴う電気計器及び計器用変成器の仕様変更や送配電部門の法的分離に伴う変成器検査

の増加に対応してまいります。 

ア 電気計器の検定台数は、前年度見込対比約１％減の 6,362千台と計画しました。 

単独計器は、2021 年度下期頃から続く半導体不足について、製造事業者の対応

が進み、その影響が緩和されたことなどにより、2022 年度の検定申請数が増加 

しましたが、2023年度には落ち着き、前年度見込対比約２％減の 6,016千台と計画

しました。 

また、変成器付計器及び変成器は、取替工事の平準化による前倒しのため、 

前年度見込対比でそれぞれ約４％増の 346 千台及び約１％増の 172 千台と計画  

しました。 

検定・検査台数の内訳は、表１のとおりです｡ 

なお、手数料収入は、前年度見込対比約１％減の 4,067百万円と計画しました。 

手数料収入の内訳は、表２のとおりです。 

表１ 電気計器の検定・検査台数内訳 

        項 目 

 区 分 

2023年度 2022年度 2022年度 2022年度 2022年度 

計  画 見 込(注) 見込対比(%) 計  画 計画対比(%) 

検

 
 

定 

単

独

計

器 
単相 2 線式計器 1,173  1,149 2.1 1,242 △  5.6 

単相 3 線式計器 4,309  4,406 △  2.2 4,167  3.4 

三 相 計 器 524  548 △  4.4 467 12.2 

直 流 計 器 11  10 7.1 17 △ 35.1 

小    計 6,016  6,113 △  1.6  5,893  2.1 

変 成 器 付 計 器 346 332 4.2 292 18.2 

合 計 6,362  6,445 △  1.3 6,185 2.9 

変 成 器 検 査 172 170 1.1 162 6.1 

 (注) 1) 見込は、2023年 1月時点における見込値です。（以降においても同様です。） 

2) 小計及び合計は、四捨五入により一致しないことがあります。 

対比欄は増減率を表し、△はマイナスを表します。（同上） 

 

 

単位：千台 
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表２ 電気計器の手数料収入内訳 

        項 目 

 区 分 

2023年度 2022年度 2022年度 2022年度 2022年度 

計  画 見  込 見込対比(%) 計  画 計画対比(%) 

検

 
 

定 

単

独

計

器 

単相 2 線式計器 242 239  1.4 256 △  5.6 

単相 3 線式計器 1,021 1,061 △  3.7 960  6.4 

三 相 計 器 145 162 △ 10.4 130 11.5 

直 流 計 器 63 60 5.7 97 △ 35.0 

小    計 1,472 1,522 △  3.3 1,444  1.9 

変 成 器 付 計 器 1,441 1,442 △  0.0 1,270 13.5 

合 計 2,913  2,964 △  1.7 2,713 7.3 

変 成 器 検 査 1,154 1,128  2.4 1,072 7.7 

検 定 ・ 検 査 合 計 4,067 4,091  △  0.6 3,786 7.4 

イ 照度計の検定個数は、新規申請に加え、再検定率が向上していることから、  

前年度見込対比約４％増の1,730個、手数料収入は、前年度見込対比約４％増の  

41百万円と計画しました。 

表３ 照度計の検定個数及び手数料収入内訳 単位：個、手数料収入：百万円 

項 目  

 区 分 

2023年度 2022年度 2022年度 2022年度 2022年度 

計  画 見  込 見込対比(%) 計  画 計画対比(%) 

個 数 1,730  1,670  3.6  1,600  8.1  

手数料収入 41  40  3.6  38  8.1  

ウ 品質管理能力及び技術能力を継続的に維持するため、ISO/IEC 17025 に基づき、

的確かつ柔軟なマネジメントシステムの運用を行います。 

(2) 型式承認業務 

電気計器の型式承認件数は、技術基準が新 JIS へ移行することに伴い、現行 JIS 

での型式申請が 2023 年３月までであることに加え、2023 年度は、新 JIS の対象と  

なる次世代スマートメーターの設計、開発時期にあたるため、大幅に減少することが

見込まれます。このため、型式承認件数は、前年度見込対比約 69％減の 33 件、  

手数料収入は、前年度見込対比約 34％減の 12百万円と計画しました。 

 

 
 

 

単位：百万円 
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表４ 型式承認件数及び手数料収入内訳 単位：件、手数料収入：百万円 

   項 目  

 

 区 分 

2023年度 

計画 

2022年度 

見込 

2022年度 

計画 2022年度 

見込対比 

（％） 

2022年度 

計画対比 

（％） 新規 

承認 

軽微 

変更 
計 

新規 

承認 

軽微 

変更 
計 

新規 

承認 

軽微 

変更 
計 

単

独 

件 数 19 0 19 15 49 64 44 32 76 △ 70.3 △ 75.0 

手数料収入 7 0 7 6 5 11 16 4 20 △ 36.2 △ 64.6 

変 

付 

件 数 11 3 14 3 41 44 15 48 63 △ 68.2 △ 77.8 

手数料収入 5 0 
(451千円) 5 1 6 7 6 7 14 △ 30.5 △ 62.1 

承
認 
合
計 

件 数 30 3 33 18 90 108 59 80 139 △ 69.4 △ 76.3 

手数料収入 12 0 
(451千円) 

12 7 12 19 23 11 34 △ 33.9 △ 63.6 

(3) 基準器検査業務 

基準器検査の検査台数は、前年度見込と同程度の 92 台、手数料収入も前年度見込

と同程度の 27百万円と計画しました。 

表５ 基準器検査台数及び手数料収入内訳 単位：台、手数料収入：百万円 

   項 目  

 

 区 分 

2023年度 

計画 

2022年度 

見込 

2022年度 

計画 
2022年度 

見込対比 

（％） 

2022年度 

計画対比 

（％） 電気 照度 計 電気 照度 計 電気 照度 計 

台 数 91 1 92 92 0 92 94 0 94 0.0 △  2.1 

手数料収入 27 0 
(62千円) 27 27 0 27 28 0 28 0.2 △  3.1 
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２ 標準供給 

(1) 標準供給業務 

指名計量標準機関として、産業界の計量標準を国家計量標準へ繋ぐため、的確な 

標準供給に努めます。 

(2) 校正試験業務 

産業界及びお客さまのニーズに応えるため、ISO/IEC 17025 に対応した校正範囲の

拡張及び校正測定能力の向上を図り、更なる収入増を目指します。 

校正個数は、前年度見込対比約２％増の 54,526 個、手数料収入は、前年度見込 

対比約６％増の 1,481百万円と計画しました。 

校正試験業務の内訳は、表６のとおりです。 

表６ 校正試験個数及び手数料収入内訳 

          項 目 

 区 分 

2023年度 2022年度 2022年度 2022年度 2022年度 

計  画 見  込 見込対比(%) 計  画 計画対比(%) 

特 定 校 正 
個 数 41 41 0.0 40 2.5 

手数料収入 22 23 △  3.5 22 △  0.9 

認定校正（注） 
個 数 26,115 25,072 4.2 23,420 11.5 

手数料収入 925 870 6.3 827 11.9 

一 般 校 正 
個 数 28,370 28,337 0.1 27,820 △  2.0 

手数料収入 533 507 5.2 502 6.1 

合 計 
個 数 54,526 53,450 2.0 51,280 6.3 

手数料収入 1,481 1,400 5.8 1,352 9.5 

 (注) 計量法校正事業者登録制度（JCSS）の登録事業者による ISO/IEC 17025 に基づく校正及び

（公財）日本適合性認定協会（JAB）により認定された ISO/IEC 17025に基づく校正 

 

  

個数：個、手数料収入：百万円 
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３ 試験及び関連業務 

(1) 通信認証試験業務 

ECHONET Lite 規格及び ECHONET Lite AIF 仕様(注)の認証・試験業務については、 

（一社）エコーネットコンソーシアムから認定された認証・試験機関として、   

引き続きお客さまのニーズに対応して業務を推進してまいります。手数料収入は、 

前年度収入見込 15百万円に対し、約 10％増の 16百万円と計画しました。 

(注) スマートメーターやエアコン等の機器とHEMSコントローラ間の相互接続を行うための通信仕様。 

(2) 技術相談業務 

JEMIC が有する計測技術や試験設備等を活用し、計測器等の特性評価や研究開発 

支援、新 JIS に対応した電力量計の性能試験及び特定計量制度に対応した計量器の 

性能・評価試験等のサービスを展開します。 

(3) 技能試験業務 

（国研）産業技術総合研究所、(独）製品評価技術基盤機構等と協力し、主に 

JCSS登録事業者を対象とした技術能力評価のための技能試験を６件実施します。 

また、技能試験に参加する事業者のニーズに対応した技能試験項目の拡大について

検討を進めます。 

 

４ 新規業務 

電気計量の専門機関として、太陽光発電等の再生可能エネルギーの普及による分散型

リソースの拡大等を背景とした新たな電気計量ニーズ、その他電力取引に係る計量課題、

デジタル化に伴う様々な計測技術など、社会やお客さまのニーズに対応したサービスが

提供できるよう新たな業務開拓に取り組んでまいります。 

 

５ 研究開発 

2025 年度からの次世代スマートメーターの全国導入に備え、試験設備の開発に  

取り組みます。また、多様化する産業界のニーズに対応するための研究開発に積極的に

取り組みます。 

(1) 検定・検査等に関する研究項目 

次世代スマートメーター試験設備の開発（新規） 

(2) 標準供給に関する研究項目 

ア ハロゲン電球に対する全光束の標準供給体系の構築（新規） 

イ 赤外線放射温度計の面積効果測定方法の改善（新規） 

ウ 高調波に関する標準供給体系等の確立（継続） 

エ 電流交直差標準の再構築と範囲拡張（継続） 

(3) 電気計器技術課題等研究会 

電子式変成器付計器に係る検定有効期間の延伸及びスマートメーターの長期性能 

評価について、学識経験者をはじめ関係者間で引き続き検討を行います。 
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６ 電気計測技術の普及及び広報 

(1) JEMIC計測技術セミナー 

お客さまのニーズに対応した電気・温度等の計測技術に関する実践セミナー、  

不確かさに関するセミナー、規格・品質管理に関するセミナー等を開催し、引き続き

JEMIC の知見を活用したより良いセミナーを企画し、計測技術者の養成に貢献します。 

また、オンライン型と会場型のハイブリッド開催も継続し、受講拡大に努めます。 

(2) 広報 

ア JEMIC が担う役割や取り組みについて、消費者の皆さまに御紹介するため、  

計量関係行事、消費生活展等への出展、見学会の開催を積極的に行います。また、

広報誌「くらしと検定」の発行、ホームページによる最新情報の発信等を通じて 

広報活動を行います。 

イ 各地区において、経済産業局が主導する証明用電気計器対策委員会に協力し、 

証明用電気計器による取引の適正化に努めます。 

ウ 計測技術に係る関連情報及び JEMIC の最新情報を産業界に広く提供するため、 

「計測サークルニュース」を発行するとともに、ホームページ及びメール配信の 

新着ニュースによる PRや計測技術に係る展示会への出展を積極的に行います。 

エ JEMICの概況について、情報公開を行い、業務運営の透明化を図ります。 

 

 ７ 対外協力 

(1) 計量行政審議会をはじめとする計量法関連の諸会議、関連の学会、工業会等の  

委員会等に参加し、国の計量行政施策、JIS等の規格審議・制定等に協力します。 

(2) 指名計量標準機関として、アジア太平洋計量計画（APMP）の活動に協力します。 

(3) 国際法定計量機関（OIML）、国際電気標準会議の電力量計測及び制御（IEC/TC13）

をはじめとする国際規格の審議・制定等に協力します。 

(4) 電磁気量計測器（IEC/TC85）国内委員会の活動の一部として NILM(注)に関する国際 

標準化が進められており、引き続き事務局として協力します。 

(注) 電力の利用量データを分析し各機器単位で利用状況を把握する機器分離推定技術 

(5) 開発途上国に対する技術支援として海外産業人材育成協会（AOTS）等の関係諸団体

に協力し、研修員の受け入れを行います。 

(6) 電気計器の型式承認・検定機関として、（国研）産業技術総合研究所とともに  

サウジアラビア王国からの法定計量に係る研修員の受け入れを行います。 
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８ 組織及び設備整備 

(1) 情報システム及び情報セキュリティに係る体制を強化するため、専任組織を設置 

します。 

(2) 検定・検査等については、新 JIS対応の設備配備及び老朽化設備の更新を行います。 

(3) 標準供給については、校正試験業務の収入増に向けた設備配備及び老朽化設備の 

更新を行います。 

 

９ 人員及び教育研修 

(1) 2023 年度当初人員は、前年度当初人員に比べ２人減の 367 人（役員７人、    

職員 360人）と計画しました。健全かつ成長し続けられる事業基盤の強化を図るため、

新卒採用、キャリア採用ともに計画的な職員採用を行います。また、現行 66 歳年 

までの雇用延長を段階的に 2030年度には 70歳年まで延長します。 

(2) 教育研修について、中期経営計画に則り、職員等の技術力の向上を図り、知見を 

磨くため、ｅラーニングの活用を始めとして、教育機会を増やし、人材育成を進め 

ます。 

 

10 財務 

2023 年度は、お客さまサービスの向上、業務効率化や職場改善のためのデジタル化

及び物価上昇により支出が増すものの、支出削減に取り組み、収入 6,462 百万円、  

支出 6,460百万円と計画し、利益金は２百万円となります。 

また、資産の取得計画額は、527百万円としました。 

 

 


	(注) スマートメーターやエアコン等の機器とHEMSコントローラ間の相互接続を行うための通信仕様。
	2023年度は、お客さまサービスの向上、業務効率化や職場改善のためのデジタル化及び物価上昇により支出が増すものの、支出削減に取り組み、収入6,462百万円、　　支出6,460百万円と計画し、利益金は２百万円となります。
	また、資産の取得計画額は、527百万円としました。

